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 地域農業の維持・存続と地域計画の実現

 座長解題

 東山 寛

 （北海道大学農学部農業経済学科）

 khiga@agr.hokudai.ac.jp



テーマについて
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 地域農業の維持・展開、としたかったところだが・・・

 地域計画は「実現」がキーワード



●農業構造転換集中対策期間
●地域計画実現総合対策

3 （出所）８月２７日開催の食料安定供給・農林水産業基盤強化本部資料



●地域計画実現総合対策（再）
○地域計画を二分化

4 （出所）農水省・Ｒ７概算要求ＰＲ資料



○今後５年間、手をこまねいていると、大変な
ことになるのか？
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 政策研（２０２３）『激動する日本農業・農業構造：２０２０
年農業センサスの総合分析』によれば（橋詰稿）、

 担い手層が比較的存在する東日本の平場水田地帯

 大規模家族経営（１戸１法人を含む）が農地の受け
手として躍進している

 農地の受け手となる担い手層が少ない西日本の中山間
地域

 再び耕作放棄が進んでいるのではないか

 前進的な動きと後退的な動きの両面がある、とした上で、



（承前）
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 ２０２０年センサスでの特徴的な基本構造についての変
動を整理すると、６点（以下は４点目）

 従事者数のモード層が７０～７４歳層へと上昇し、家族農
業労働力の高齢化はギリギリのところまで進んだ（なお、
ここからすでに５年が経過している）

 現在の農政展開の認識とも一致

 農業人口減少下での農業の持続的発展（前掲資
料）、の鍵を握るのが地域計画の策定と実現（そのため
の支援）、という位置づけ



今回の企画について
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 土地と農業（全国農地保有合理化協会）５４号（２０２４年
３月刊）が「地域計画」を特集

 北海道（東山・糸山）、岩手（堀部）、滋賀（品川）

 北海道・・・地域計画は１年先の話だと思ったが、１年前
倒しで策定する地域（上川中央部・鷹栖町、結果的に３
市町村）があったため、応諾。

 ★ただし、なぜ１年前倒しなのか？（後述）

 ★上掲の品川氏のレポートがあまりにも素晴らしかった
ため、文句なしに報告依頼

 ３事例あるが、それぞれで地域計画がいかなる役割
を果たすことが期待されるのか、触れて欲しい。



まるっと方式（愛知県豊田市押井町・押井営農組合）
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 当事者（鈴木辰吉氏）からの発言がひろく知られている

 ・集落を消滅の危機から救う「自給家族」プロジェクト（『週刊
エコノミスト』2024.4.2）

 ・集落を消滅の危機から救う自給家族：「地域まるっと中間管
理方式」と「自給家族」（『日本農業の動き』2024.8）

 ・暮らし守る事業も展開 愛知・押井営農組合 農村ＲＭＯへ移
行視野（日本農業新聞2024.11.6）※全国で１１府県・２４法人

 ★研究者として書いているのは堀部氏だけ（農業経済研究・
報告論文）、あらためてご披露を。

 愛知県の事例ではあるが、「小規模・分散性」という立地
条件（小田切ほか『地域再生のフロンティア』）をもつ点では西
日本をイメージし得る事例かと思う。

 ★東北の状況は中村氏（コメント）から（も）紹介いただきたい



●わかりにくい農地制度（の例）
○農業経営発展計画制度（議決権要件の特例）

9 （出所）農水省「法人の農地取得」のページ掲載資料



（承前）
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 農地制度のフォローについて、本学会としても、実務家
の参画が必要と思う

 稲垣氏に依頼

 ★地域計画を法定化した令和４年改正についても、「人・
農地関連法」の見直しの経過と施行に向けた課題（上）
『農政調査時報』2022秋号、で解説しておられるが、そこ

では今回の改正を「コペルニクス的転回」と表現しておら
れる（１９頁）。その意図も含めて、ご教示願いたい。



北海道の状況（私見）
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 全般的に「やらされ感」が強い

 ★しかし、それはなぜか？

 北海道の農地（権利）移動は、すでに「担い手から担い手へ」
の移動になっており、現時点でリタイアを確定することも、受
け手を確定することも困難

 現況地図がベースになるだろう（ただし、転用は抜く）

 ★事例・鷹栖町（前出）はなぜ１年前倒しでつくったのか？

 Ｒ５から畑地化（申請）が本格的に進行しており、現況地
図では対応できない

 この際、「守るべき水田」を確定し、大区画圃場整備事業
の申請につなげたい意図（整備しなければ残せない）

 ★「やらされ感」の問題も含めて、計画策定を担う基礎自治体
の受け止めについて、小野氏（コメント）から問題提起を願う。



おわりに：地域計画の当面の意義
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 あらためて、我が国の農地面積は４３０万ｈａ、うち農用地区
域内農地は４００万ｈａ（北海道１１２万ｈａ）。

 最近の慌ただしい動きとしては（①基本計画、②予算編成）、

 ①１１月６日・食農審企画部会：２０２０ ２０３０年に土地利用
型農業の経営体数が６０万 ２７万に半減する試算を承けて、
７０万ｈａ（４品目計・９２万ｈａ）の農地減少を予測

 ②１１月１１日・財政審部会：２０２３ ２０４０年に基幹的農業
従事者が１１６万人 ３０万人に急減する可能性を承けて、
「このピンチを農地の最大限の集約化や効率的な法人経営・
株式会社の参入推進といったチャンスに変えるといった視点
が重要」と指摘

 ４００万ｈａを守れる地域計画を出せるのか、正念場。

 ★地域レベルの農地維持の取組と地域計画のリンクが必要


	スライド 1
	スライド 2: テーマについて
	スライド 3: ●農業構造転換集中対策期間 ●地域計画実現総合対策
	スライド 4: ●地域計画実現総合対策（再） ○地域計画を二分化
	スライド 5: ○今後５年間、手をこまねいていると、大変なことになるのか？
	スライド 6: （承前）
	スライド 7: 今回の企画について
	スライド 8: まるっと方式（愛知県豊田市押井町・押井営農組合）
	スライド 9: ●わかりにくい農地制度（の例） ○農業経営発展計画制度（議決権要件の特例）
	スライド 10: （承前）
	スライド 11: 北海道の状況（私見）
	スライド 12: おわりに：地域計画の当面の意義

